
財務目標・資本政策に対する考え方

事業ポートフォリオ

　当社グループは、利益の成長に重点を置いた財務目標を
設定しています。
　また、成長投資と株主還元を確実に実施するためフリー
キャッシュフローを確保し、株主還元については、配当方針に

　当社グループの事業ポートフォリオ戦略は、国内計測制御
事業は製品・サービス別に、海外計測制御事業は地域別にそ

沿った配分を行うとともに、自己株式の取得を含む更なる還
元策を継続的に検討していきます。具体的な考え方は下記の
とおりです。

れぞれサブセグメントに細分化して運用を行っています。

2022年度実績 考え方

利益の成長 営業利益 2,226百万円 グループ成長戦略を推進し、2025年度営業利益55億円
をめざす

資本効率

ROE 2.9% 2025年度までに資本コスト（現時点では5.1％）を上回る
ROEを、中期的には8%以上のROEをめざす

FCF 1,610百万円 成長投資と株主還元を支えるFCFを確保

ポートフォリオ管理 製造装置事業売却 製品・サービス別および地域別にKPIを設定・モニタリング
し、ポートフォリオの最適化を推進

財務健全性 自己資本比率 49.2% 50%程度の自己資本比率を維持

株主還元

配当 1株当たり年間20円 株主資本配当率2％と配当性向30％のいずれか高い額を
目安に決定

自己株式取得 総額12.5億円の取得実施 手持ちキャッシュ、運転資金、直近の業績や株価、投資案件
の有無等を総合的に勘案して継続的に検討

事業ポートフォリオ区分と位置づけ

2022年度経営成績の分析

　2022年度の経営環境は、エネルギー価格や原材料価格の
高騰、急激な為替変動など、厳しい状況が続きました。
　このような状況の中、国内計測制御事業については、前年
度と比較して、スマートメーター、ソリューションの各事業の
増収により、売上高は前年度を上回り、営業利益は前年度比
+211.4％の大幅な増加となりました。
　海外計測制御事業については、オセアニア向けの出荷は

順調に増加しましたが、英国向けの出荷は電子部材調達難の
影響で減少しました。これにより、機能通貨である米ドルベー
スでは減収となりましたが、円安の影響により売上高は増加
しました。利益面では、米ドルベースでの減収に加えて部材
価格の高騰などにより、営業損失を計上しました。
　これらの結果、下表のとおりの連結経営成績となりました。

（百万円）

2022年度実績
前年度比 期初計画比

金額 比率 金額 比率
売上高 89,253 13,069 17.2% 9,253 11.6%
営業利益 2,226 949 74.3% 1,226 122.7%
経常利益 1,885 695 58.5% 785 71.4%
親会社株主に帰属する当期純利益 1,319 1,978 － △180 △12.0%

経営成績と事業ポートフォリオ 資本政策と株主還元

経営指標

　当社グループは株主資本の効率化を重視しており、ROE
（自己資本当期純利益率）の持続的な向上をめざしています。
具体的には、早急に資本コストを上回ることを目標とし、中期
的には8％以上をめざします。2023年5月に公表した2023-
2027年度の中期経営計画の目標は、右表のとおりです。

過去5年
平均 23年度 24年度 25年度 27年度

イメージ

1.7%
2.5%

5.0%

7.0%
8%以上

資本コスト

株主還元方針

　当社グループは、株主に対する利益還元を重要な経営政
策の一つとして位置付けており、株主の皆さまに対し安定的
な配当を継続することを前提としつつ、業績に応じた成果の
配分を行うことを基本方針としています。
　具体的には、DOE（株主資本配当率）2％と、配当性向30％
のいずれか高い額を目安に決定します。
　また、資本効率向上を目的として、手持ち資金、必要な運転

資金、直近の業績や株価、投資案件の有無などを総合的に勘
案して、自己株式の取得を継続的に検討します。
　内部留保については、長期的な企業価値の拡大をめざし、
競争力強化のための研究開発投資や設備投資の原資とする
とともに、M&Aも含めて今後の事業展開に有効活用し、業績
の向上に努めていきます。

売上高

54,406百万円
（2022年度）

売上高

33,620百万円
（2022年度）

国内計測制御事業（製品・サービス別）

配電盤事業 7,037百万円
安定需要に対応し、収益貢献を維持する。

ソリューション事業 12,483百万円
スマートメーター事業の強みを活かし、省
エネや脱炭素化などの社会的課題に対す
るソリューションを提供し、国内全体の収益
性向上への貢献をめざす。

スマートメーター事業 34,885百万円
中核事業として推進する。

スマートメーター事業
64.1%

配電盤事業
12.9%

ソリューション事業
22.9%

海外計測制御事業（地域別）

その他事業（製造装置事業※・不動産事業）

売上高 1,226百万円（2022年度）　※製造装置事業については、2022年度に売却しています。

アジア   5,800百万円
中東・その他   2,062百万円

選択と集中により収益性向上をめざす（利
益率の高いソリューション、産業用メーター
の販売強化）。

欧州 10,129百万円
英国における収益性向上をめざす（製品構
成、原価低減）。

オセアニア 15,628百万円
スマートメーターと上位系システムを組み
合わせたソリューション販売の強化により、
安定的な利益成長をめざす。

オセアニア
46.5%

中東・その他
6.1%

アジア
17.3%

欧州
30.1% ※売上高は外部売上

※売上高は外部売上

13 14

大崎電気グループ 統合報告書 2023 大崎電気グループの価値創造 価値創造のための事業戦略 価値創造の基盤 Dataセクション


